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I 　はじめに

本書は，開発途上国における近年の経済発展の経

験および WTO における多角的貿易自由化の行き詰

まりの現状を踏まえつつ，貿易政策および工業政策

に関する理論と現実にそれた途上国において行われ

た施策が多くの誤謬に満ちている点を一貫して主張

した実証的な研究である。そして即時の貿易自由化

を是とするネオ・リベラリズム（新自由主義）に基

づく完全な貿易自由化が経済発展段階の違いを考慮

せずになされた場合，開発途上国にとってはかえっ

て経済発展の妨げとなりうる，という結論を明示し

ている。この主張は，現在の WTO における多角的

な貿易交渉の概念的な支柱としてのネオ・リベラリ

ズムに正面から疑問を提示するものであり，著者の

所属する UNCTAD（国連貿易開発会議）の1960年

代における設立の主意（いわゆる「輸出ペシミズ

ム」）を彷彿とさせる内容となっている。

Ⅱ　本書の構成と内容

本書の構成は以下のとおりである。

第１章　イントロダクション

第２章　成長と多角化

第３章　改革が投資に与えるインパクト

第４章　市場と政府

第５章　普遍的な貿易自由化

第６章　幼稚産業をめぐる議論と輸入代替

第７章　貿易・産業政策の歴史

第８章　世界貿易システムと工業化

第９章　結論──代替的なアプローチ──

まず第１章（イントロダクション）においては，

本書全体の主張を概観している。GATT ウルグア

イ・ラウンド（UR）において貿易自由化に関する合

意がなされたものの，UR交渉と時期的に重なる1990

年代に輸出の伸び悩みから国際収支の悪化が東アジ

ア，ブラジルおよびアフリカ諸国において顕在化し

た点が指摘される。さらにこれら途上国においては

世界銀行および IMF による構造調整プログラム，安

定化プログラムの名の下に貿易自由化が先進国以上

に進められてきたことから，貿易自由化そのものへ

の猜疑心が途上国において高まった点にも言及する。

続いて，かつてアダム・スミスにより議論された貿

易自由化をめぐる歴史に触れ，関税・数量規制の撤

廃などの貿易自由化政策により産業構造転換が促進

され経済が成長するとする伝統的な「仮説」が，動

態的（中長期的）な観点からは貿易弱者にとって成

り立たない，とする。著者は究極の目標は貿易自由

化であるとしつつも，「経済発展の度合いにかかわ

らず普遍的な，産業の全分野にわたっての貿易自由

化が開発途上国に利益をもたらす」というネオ・リ

ベラリズムの主張を否定している。

第２章では，貿易および生産の増大率および構造

変化，輸出内容の高度化などの統計データの観察に

より，漸進的な貿易自由化を行った少数派グループ

の経済パフォーマンスは急進的な貿易自由化を行っ

た多数派グループと比較して良好であった点を指摘

し，後者に属する低所得のアフリカおよびラテンア

メリカの大多数の途上国においては，貿易自由化に

伴い，競争力の低い産業の空洞化につながった，と

している。すなわち，貿易自由化の経済成長に与え

る影響は国の発展段階によって異なる点を示唆して

いる。

第３章においては，特に投資に焦点を当て，輸出

以上に投資の促進が工業化推進の要である点を主な

主張点としつつ，投資，供給能力および構造変化，

Mehdi Shafaeddin, 

Trade Policy at the Crossroads: 
The Recent Experience of 

 Developing Countries.

 

New York: Palgrave Macmillan, 

2005, xx＋259pp.



74

書　　　評

投資水準および産業分野ごとの分配，投資決定をめ

ぐる改革のインパクトなどの統計データより主張を

裏付ける考察を行っている。またブラジルの事例に

ついても概観し，性急な貿易収支および資本収支の

自由化が公共投資の減退のみならず中小企業を中心

とした国内民間資本の減少すなわち産業の空洞化に

つながったとしている。

第４章では「工業化の実現には自由市場の確保の

みで十分である」というネオ・リベラリズムの主張

に対して反論を行い，開発途上国の抱える問題とし

ての市場機能の不完全性，および先進国企業に品質

など非価格的な競争力が存在する場合には，経済開

発に際し市場の確保のみでは不十分であることを主

張する。そして政府の失敗の可能性には考慮しつつ

も，市場機能のみを重視した貿易自由化政策に代替

するアプローチが必要であり，そこにおいては，制

度，組織およびインフラの整備動向といった非市場

的な要素も重視されるべきとしている。

第５章では，完全かつ即時の貿易自由化を是とす

るネオ・リベラルの思想はその基盤として完全競争，

規模に関して収穫一定，不確実性の欠如，完全雇用，

技術習得へのコストがかからない，などの非現実的

な仮説の上に立脚しており，現実とは相容れないと

指摘する。また「製造業においては，比較優位は所

与のもの（given）ではなく，創られる（made）も

のである」との命題のとおり，標準的ではあっても

静態的な比較優位概念に基づく貿易モデルの説明し

えない動態的な比較優位を獲得するための政策は，

前者の静態的な観点から導き出される急進的な自由

貿易政策とは別個のものであるとしている。

第６章では，「幼稚産業保護の議論は貿易の拡大

に反している」とのネオ・リベラリズムの主張に対

して，ドイツの歴史学派リストおよび UNCTAD 創

設に貢献したプレビッシュの論点を再解釈しつつ反

論している。著者によると，彼らは輸入代替政策の

限界を十分に認識しつつ，動態的な観点から幼稚産

業には一時的な保護が必要であると主張しているに

過ぎず，貿易自由化を最終的な目標として見据えて

いたのである。

第７章では，「現在の先進国は政府介入なしに工

業化してきた」というネオ・リベラリズムの言説に

反駁を行っている。著者はまず18世紀の産業革命を

契機として工業化に着手した英国，および19世紀か

ら20世紀初頭にかけての後期工業化着手国である米

国を例にとり，両国とも工業化の初期段階において

は輸入品と競合する国内産業に対して保護政策を導

入していたという歴史的な事実に触れる。またこの

両国では貿易政策のみならず，経済発展に不可欠な

資本蓄積，インフラおよび社会制度の整備という非

価格的な要素に関する政策支援が行われた点も追記

し，政府による大がかりな介入を両国の工業化成功

の要因と規定している。さらにドイツおよびフラン

スに関しても実態は変わらず，国内産業の保護が政

府により行われたことに言及している。また19世紀

時点での英国の経済状況は国内産業が成熟していな

いという意味において現代における途上国の経済状

況と類似しているが，19世紀においては貿易相手国

より軍事面の脅威の元に貿易自由化が迫られたのに

対して，現代の途上国では，国内産業の状況が整う

前に，国際金融機関から間接的に経済的な面で貿易

自由化が押し付けられている，としている。

第８章では，「WTO の諸ルールは開発に資するも

のである」とのネオ・リベラリズムの主張に反論し，

WTO を柱とする貿易自由化制度においては，途上

国側の貿易自由化努力は強制的なものと規定され，

一方貿易自由化に伴う弊害の除去への先進国側の途

上国への協力は任意なものとされるなど，WTO 体

制の設計思想は両陣営への公平性の観点と齟齬があ

る点を強調する。そしてこの先進国の利益優遇の

WTO 体制が途上国側のルールの履行の欠如，ひい

ては WTO を軸とした貿易交渉の難航の現状の原因

になっているとする。

最終章（第９章）では，本書全体を踏まえた非常

に包括的な提言が多くの論点を軸になされている。

著者はまず自由貿易が途上国も含めた世界各国の最

終的なゴールであるべき点に留意しつつも，経済の

発展段階が異なる国々が存在する現実の世界経済に

おいては，段階を踏んだ形で自由貿易化を推進すべ

きであり，その初めの段階では，政府による貿易へ

の政策的な介入による非価格的な要素（すなわち資
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本蓄積，インフラおよび社会制度の整備）の確保は

排除するべきではない，と述べる。そして開発への

志向が必ずしも自由貿易を意味しないのであり，こ

の非価格的な要素への考慮を欠いた形で国際金融機

関から押し付けられた即時的な貿易自由化を柱とす

る開発戦略は，歴史事実として失敗に至っていると

する。また現代においては知識を基盤とした経済活

動の進展により，生産される財のライフサイクルは

非常に短くなり，結果的に国際的な競争は価格以外

の要素を重視したより動態的な性質のものへと移行

している点をも併せて指摘し，したがってネオ・リ

ベラリズムに基づくものとは一線を画する「代替案

としての開発戦略」の必要性について結論的に言及

している。

そして代替案としての開発戦略の具体的なあり方

は個々の国の状況により異なるとしつつも，歴史に

みるかつての途上国の経験を踏まえると，その主要

な位置を占める貿易政策は経済開発を明確に志向し

たものであるべきで，かつ手段に過ぎないことに留

意すべきとする。同様に市場の整備，産業政策，外

国直接投資政策および技術政策も手段としてのみ捉

えられるべきとする。そして開発とは，国民の生活

水準向上のために雇用が確保されることを何よりも

意味すべきであり，貿易振興が自己目的化してはな

らないと指摘する。さらに技術水準の進展により市

場における企業の競争は寡頭的でグローバル企業に

有利なものへと転換しつつあり，また技術習得にか

かる期間が長期化したため，幼稚産業保護の必要性

も増しつつあると論じる。

地域別には，低所得のアフリカ諸国においてはま

ず生産能力の拡充に，輸入代替を達成したラテンア

メリカおよび中東諸国においては輸出振興を見据え

て国内産業の効率性を増すことに，そしてすでに一

定の輸出競争力を有するアジア諸国においては産業

のより一層の高度化に注力すべきと指摘する。そし

てこれらの開発戦略の実行には市場によるコーディ

ネーションのみでは不完全なため，政府の失敗の可

能性は棄却できず，試行錯誤も不可避であるが，や

はり一定の政府介入および（新製品の開発など）企

業の非価格的要素を追求する能動的な生産活動が必

要であって，市場，政府および企業によるコーディ

ネーションのために動態的な観点から政府によりな

される市場歪曲的な価格設定は是認されるべきとし

ている。その際政府が主導的立場を取るべきで，政

府による市場への介入は選択的，競争促進的かつ暫

定的なものに徹しつつも開発を牽引することが望ま

しいと指摘する。

そして，上記のような代替的開発戦略は理想論的

で現行の WTO および国際金融機関の政策スタンス

と性格をまったく異にするかもしれないが，ルール

は目的に従って変更されるべきであり，経済の発展

段階に応じてなされる代替的な開発戦略は途上国の

みならず先進国にとっても利益となる旨をもって最

終的な結語としている。

Ⅲ　本書へのコメント

以下，評者なりのコメントを行いたい。本書は明

らかに21世紀における世界的な貿易自由化の難航の

現状を踏まえつつ執筆されたものであるが，この極

めて現代的なイシューの分析にあたり，アダム・ス

ミスやリストなど経済学の草創期にまで遡りつつ貿

易自由化をめぐる学説および歴史的事象の考察を改

めて行っており，時事的な関心を敷衍したその遠大

な構成が独自性を有している点がまず評価できる。

また内容的には，ネオ・リベラリズムが貿易自由化

の旗手として主流と見なされる現在において，その

主張を思い切って相対化しつつ，著者なりの代替案

を開発戦略として提示することを試み，成功してい

る。

特に伝統的な比較優位概念に基づく貿易理論が非

現実的な仮定に基づいた静態的なものであり，その

仮定が現実的には満たされないのみならず，同理論

がそもそも動態的な比較優位をどのようにして獲得

するかについて沈黙を保っている点がその論旨の最

大の立脚点であり，評者も同意するところである。

現実の貿易パターンは，途上国および中小企業など

弱者にとっては輸出機会のない，いわば「絶対優位

論」に立脚しているとも考えられるからである。こ

こにおいては Sen（1981）の新古典派経済学への批



76

書　　　評

判としての「生存の仮定」，すなわち競争により効

率性の劣った生産者（国）が撤退を余儀なくされた

場合でも，生き残って他の産業部門に雇用される，

という実際には容易に起こりえない仮定を同学派が

行っている，という主張が想起される。また Fujita, 

Krugman  and  Venables（1999）や Baldwin et al.

（2003）などの主張するとおり，市場機能のみでは

裕福な核（core）と貧しい周辺（periphery）が自

己組織されてしまい，その解決がこれらの研究から

は明確に示唆されないという点とも整合的である。

比較優位モデルの仮定の非現実性に関しては，例

えばもし規模に関する収穫不変の仮定が満たされる

のならば，そもそも個々の労働者の集まりとしての

企業組織というものが存在する必要すらなくなって

しまう。集合体としての企業組織形成には，効率性

向上のメリットがないことを意味するためである。

しかし現実には，本書が指摘するように，規模の利

益を活かした生産効率上昇効果により，およそ1000

の巨大企業が世界における工業生産額の80パーセン

トを，そしておよび500の企業が世界貿易の70パー

セントを担っている（p .122）。すなわち，企業組織

不在の仮定は非現実的であると判定されよう。その

ような巨大企業の寡占的行動をなんら抑制しない自

由貿易制度のメリットもやはり「虚構」と判定され

ても仕方がないのである。例えば GATT/WTO に

おける TRIPS（貿易関連知的所有権協定）および

TRIM（貿易関連投資措置）は開発途上国の政策介

入の余地を著しく制限する内容であるため，それら

は先進国出自の巨大企業の跳梁跋扈を容認もしくは

奨励するルールとしてしか映らず，途上国側からの

反感を代弁する主張であるといえる。

本書に対する批判的評価としては，最終章におい

て展開される本書全体の結論が大部で論点の提示の

仕方が多岐にわたるために，最後に議論が拡散して

本書が閉じられている印象を与える。本書の主張は

要するに「市場のみでなく，政府および企業も含め

たトータルなコーディネーションが開発戦略には不

可欠」であると受け取ることは可能であるが，「個々

の開発戦略のあり方についてのルールはなく，市場，

政府および企業の３者のいずれの役割をより重視す

るかはケースバイケースであり，試行錯誤を伴う」

と要約しうる結論部分での論及に関しては，「それ

ではその３者のバランスをいかに決定するべきか」

といった実際的な課題が残ってしまうように思われ

る。３者のバランスをとる上で政府の失敗や企業の

寡占的な行動が必ずつきまとうのである。

また著者が開発途上国支援を目的とした国際機関

である UNCTAD の所属であることから途上国擁護

の視点は一貫しているものの，先進国側からの議論

もバランスをとる上で必要であったかもしれない。

例えば技術進歩は途上国内で単独に行われることは

ありえず，先進国出自の巨大企業のコミットメント

が不可欠である。だとすれば，それら巨大企業のま

さに生き残りをかけた競争的市場における経営論理

に耳を傾けることもやはり不可避であろう。

とはいえ本書は，自由貿易論者 Bhagwati（2002）

なども主張するような「自由貿易が最終的な目標で

あるべき」点には同意しつつも，比較優位の大胆な

仮説に基づく貿易モデル（いわば“toy model”）で

は捉えきれない現実の開発プロセスが持つ複雑さへ

の深慮を促しており，これが本書の大きな政策的お

よび学問的な貢献であるといえる。現代の国際貿易

システムは WTO をひとつの大きな柱としつつ，市

場のみならず WTO における制度的措置が貿易パタ

ーンおよび結果としての所得分配の決定に主導的な

役割を果たしている。それだけに，「自由貿易シス

テムが望ましい」という既存の主流派貿易モデルの

結論を表層的に受け取って政策形成を実施してしま

うことへの戒めを本書は提示している。
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